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はじめに
　わが国の精神科医療は，大きな変革期を迎えてい
る．その方向性は，「入院医療中心から地域生活中
心へ」である．
　これまで，わが国の精神医療は長年入院治療中心
に担われてきた．1960–70年代，諸外国で精神病床
の削減，精神障害者の地域生活への移行を目指す政
策が推し進められたのに対し，わが国では1958年の
厚生省事務次官通知において精神病床に人員配置基
準の特例が認められるなどして（いわゆる「精神科
特例」)1）（表１），精神病床は急激に増加した．その
結果，平成13年時点での人口千人当たり精神科病床
数は2.69床と，OECD諸国平均（0.68床）のおよそ
４倍となっていた　2）（図１）．その中にはいわゆる「社
会的入院」も多く，平成14年患者調査によると，精
神病床に入院中の患者約33万人のうち，「受け入れ
条件が整えば退院可能」と判断されたのは７万人余
りに上っていた．
　この状況の改善を目指し，国は平成16年に「精神
保健医療福祉の改革ビジョン」3）（図２），以下，「改
革ビジョン」）を打ち出した．そのスローガンが上
述の「入院医療中心から地域生活中心へ」である．

　国立国際医療研究センター国府台病院（当院）は
精神科救急入院料算定病棟，および精神科急性期治
療病棟入院料算定病棟（以下，あわせて「救急・急
性期病棟」），計90床を持つ．本稿では，救急・急性
期病棟の視点から，地域移行の現状と課題を概説し
たい．

早期退院とADL，自閉的行動の
改善

　「改革ビジョン」では，概ね10年後の具体的な目
標として，入院１年未満の患者の平均残存率（図３）
を24％以下とすること，そのために急性期等の医療
を充実させることが掲げられた．
　精神科入院患者の退院可否には，精神症状の改善
のみならず，ADL（整容，金銭管理など）や，自
閉的行動（自分から人に話しかけられない，集団行
動に参加できないなど）の改善が影響することが報
告されている4）．精神科入院患者の多くは日常生活
や社会生活における障害が入院の契機と関連してお
り，生活障害の改善，あるいは環境調整が退院に向
けた重要な課題になるのである．この課題解決のた
めには，看護師，ソーシャルワーカー（SW），作

　　　　　精神科救急・急性期医療に
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柳 澤 雄 太†

IRYO　Vol．73　No. ７（376－380）2019

図説「精神科医療」シリーズ　№７



IRYO　Vol．73　No．7 ─ 377 ─

図　説

業療法士（OT）などの役割が重要になる．
　「改革ビジョン」以降，急性期治療の充実を図る
べく議論が進み5)6)，診療報酬や看護師配置基準な
どが改定された．その後，入院１年未満患者の平均
退院率（＝１－平均残存率）は，平成10年には65％
程度であったものが，平成20年ごろから70%強で推
移している　7)．竹島らは，施策の効果が示唆される

一方で，「改革ビジョン」の目標水準に近づいては
いるものの，近年の改善幅は小さく，プラトーに達
した感があると評価している8）．

「再入院，「回転ドア現象」の問題
　せっかく患者が早期に退院しても，すぐに再入院

表１　昭和33年の厚生省事務次官通知による一般病床

と精神病床の人員配置基準

図１　各国の精神病床数の推移（人口千人当たり病床数，文献２）より引用）

図２　「改革ビジョン」の枠組み，文献３）より引用
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になってしまうのでは本当の意味で地域移行を果た
したとはいえない．実際，わが国に先駆けて入院患
者の退院を促進した1960年代の米国では，地域の受
け皿の整備が不十分であったため，一度退院した患
者が再入院を繰り返す「回転ドア現象」がおこった　9）．
　地域の受け皿としては，「改革ビジョン」以降，
障害福祉サービスの整備，これらのサービスと医療
機関との連携を強化することが重視されてきた．平

成26年の精神保健福祉法改正で，医療保護入院者に
対する退院後生活環境相談員の選任　10），地域援助
事業者との連携などが義務付けられたのは，この対
策の一環といえる．
　しかし精神科退院患者の再入院率は，平成29年時
点において退院３カ月で25%，退院１年で40%と，
高い水準で推移しており11），地域移行が本当の意味
で果たされたとは到底いえない状況である．

図３　平均残存率
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表２　平成24年度検討会における今後の人員体制、地域移行の取り組みなどに関する

記載（文献５）より抜粋、下線筆者）
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「急性期」の定義の問題
　この現状は，「急性期」の期間設定が曖昧である
ことが原因の一つであると筆者には思われる．「改
革ビジョン」以降の入院期間を１年で区切る考え方
は，入院後１年を境に家庭に退院する割合が大きく
減少していたという事実に基づいている．しかし，
救急・急性期病棟の入院料算定期間は，いずれも３
カ月である．入院期間が３カ月を超えると，これら
の病棟では診療報酬点数が大きく目減りするので，
必然的に３カ月以内の退院を目指すことになる．
　平成24年時点の議論をみると，リハビリテーショ
ンや退院後の生活環境調整等を時間をかけて行うの
は入院３カ月–１年の期間と想定されている（表２）．
しかしこれでは，救急・急性期病棟では地域移行の
準備が不十分なままに早期に退院させることになり
かねない．さもなくば，長期療養可能な病棟に転棟・
転院させることになる．再入院しないレベルまで治
療を完遂できず，精神科救急病棟が機能低下してい
るとの指摘は以前からあったが　12），今日において
もその指摘は当を得ていると感じられる．
　今後の医療計画，障害福祉計画のアウトカム指標
として，３カ月以内再入院率等が検討されている13）．
精神科救急・急性期医療が，再入院しないレベルま
で治療する役割を果たせるよう，SW，OTの配置
向上など，多職種による生活支援，環境調整の質の
さらなる改善が必要である．

当院救急・急性期病棟での取り
組み

　当院は，平成15年に日本初の包括型地域生活支援
プログラム(Assertive Community Treatment : ACT)
を実践するなど，地域生活支援に取り組んできた　14）．
現在，上述の２病棟で毎月合計40名前後の入院患者
を受け入れている．早期退院，地域移行のための取
り組みとして，各病棟において毎週約１時間，医師，
看護師，SW，OT，薬剤師など多職種が参加する
新規入院・退院支援カンファレンスを行っている．
また，カンファレンスでの議論を円滑にし，さらに
退院まで一貫した支援を行うため，すべての入院患
者に対し「退院支援シート」を作成している．この
シートには，末安らの研究　4）などを参考にして，
退院を阻害しうる因子の評価を含めている（表３）．
　地域の支援者との連携については，ケア会議等に
より日頃から情報や支援方針の共有に努めるととも
に，平成27年より年に３回，病院に支援者を招いて，

「いちかわ地域・病院交流勉強会」を開催している．
平成30年の参加者は地域，病院あわせて60–90名に
上り，今後の交流への期待の声がきかれている．

おわりに
　「入院医療中心から地域生活中心へ」の大きな流
れの中，精神科救急・急性期病棟の現場は，入院患
者の早期退院，地域移行のため試行錯誤している．
そこには数値目標はあっても，明確な将来像や方法

，

表３　「退院支援シート」で評価している退院阻害要因
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論はまだない．今後，精神障害者が「地域生活中心」
に暮らすために，救急・急性期医療をより充実させ
るための施策，生活能力障害改善のための効果的な
介入方法についてのさらなる研究が必要である．

著者の利益相反：本論文発表内容に関連して申告な
し．
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